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【第 217 回国会】令和７年４月 10 日（木）、第７回の委員会が開かれました。 

 

１ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案（内

閣提出第 35 号） 

・伊東国務大臣、冨樫総務副大臣、武部文部科学副大臣、岸デジタル大臣政務官及び政府参考人に対し

質疑を行い、質疑を終局しました。 

・本村伸子君（共産）が討論を行いました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

（賛成－自民、立憲、維新、国民、公明、有志 反対－れ新、共産） 

・牧島かれん君外４名（自民、立憲、維新、国民、公明）から提出された附帯決議案について、福森和

歌子君（立憲）から趣旨説明を聴取しました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもってこれを付することに決しました。 

（賛成－自民、立憲、維新、国民、公明、有志 反対－れ新、共産） 

（質疑者）加藤竜祥君（自民）、福森和歌子君（立憲）、安藤じゅん子君（立憲）、神津たけし君（立憲）、

東徹君（維新）、仙田晃宏君（国民）、大森江里子君（公明）、阪口直人君（れ新）、本村伸子

君（共産） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

加藤竜祥君（自民） 

 

（１） これまでの地方分権改革の成果に対する評価 

（２） 住基ネットの利用事務拡大による住民票の写しの交付件数削減に向けた今後の見通し 

（３） システム標準化に係る自治体へのフォローアップに関する政府の方針 

（４） 公立大学法人の出資可能対象拡大の狙い 

 

福森和歌子君（立憲） 

 

（１） 住民基本台帳ネットワークの利用事務の大幅拡大 

ア 拡大の検討に際し実施した悉皆的調査の内容 

イ 住基ネットの利用状況 

ウ 事務負担軽減のための今後の取組 

（２） 公立大学法人の出資可能対象の拡大 

ア 国立大学法人に係る改正と同時に行われない理由 

イ 指定国立大学研究成果活用事業者への出資を公立大学法人についても可能とする必要性 

（３） 建築基準適合判定資格者等の登録申請等に係る都道府県経由事務の廃止 

ア これまで都道府県経由としていた理由及び改正による資格者への影響 

イ 都道府県経由事務の廃止による処理期間の短縮及びコスト削減効果 

ウ 自治体の事務負担軽減のためのさらなる取組の必要性 

（４） 地方分権改革 

ア これまでの地方分権改革の成果に対する評価 

イ 制度改正事項の周知や活用を促す必要性 

ウ 小規模自治体からの提案が少ない理由と増やすための今後の取組 

  



本ニュースは、審査概要として事務局において作成しているものです。詳細な内容については、会議録を御参照ください。 

2 

安藤じゅん子君（立憲） 

 

（１） これまでの地方分権改革の成果に対する評価 

（２） 地方分権改革を通じて目指すべき国と地方の姿 

（３） 改正内容の認知度向上策 

（４） 住民参加の拡大に向けた施策 

（５） 地方議会を提案主体とする必要性 

（６） 首長の署名方法に電子署名を追加する趣旨 

 

神津たけし君（立憲） 

 

（１） 「束ね法案」の在り方 

ア 束ね方について内閣法制局が定める基準 

イ 今回の法案で束ねた６事項８法律がその基準に適合すると判断した理由 

ウ 在り方を見直すべきとの指摘 

（２） 地方分権改革・効率的な計画行政 

ア 地域の自主性及び自立性が本当に高まるかとの疑念 

イ 小規模市町村の「もう新たな権限は要らない」との声に対する伊東国務大臣の認識 

ウ 自治体の計画策定に係る事務負担の軽減の必要性 

（３） 石破内閣における伊東大臣就任後の新たな地方創生への取組 

（４） 地方創生伴走支援制度 

ア 業務のうち本制度に割く時間の割合 

イ オンライン相談及び現地訪問の頻度 

ウ 制度設計の見直しの必要性 

 

東徹君（維新） 

 

（１） 大阪・関西万博の課題及び対処方針 

（２） 地方分権改革 

ア これまでの分権一括法により地方の自立が進んだかの確認 

イ 自治体が作成を事実上義務付けられている計画を減らす必要性 

ウ 都道府県の在り方 

エ 道州制についての議論 

（３） 提案募集方式において各省庁との調整対象外とされた提案が実現したかを把握する必要性 

（４） 都道府県経由事務を解消していく必要性 

 

仙田晃宏君（国民） 

 

地方公共団体のシステム標準化 

ア デジタル基盤改革支援基金の当初の設置期限内に移行が完了できない理由 

イ 基金の設置期限を５年間延長する根拠 

ウ 事業者のリソースひっ迫への対応 

エ ガバメントクラウドへの移行と 20 業務の標準化の優先順位 

オ ガバメントクラウドに関する地方公共団体への支援の在り方 

  



本ニュースは、審査概要として事務局において作成しているものです。詳細な内容については、会議録を御参照ください。 

3 

大森江里子君（公明） 

 

（１） 地方分権改革 

ア 都道府県ごとに提案状況に差が生じている要因 

イ 今後の改革の在り方 

（２） 地方公共団体のシステム標準化 

ア 特定移行支援システムが増加した理由と今後の見通し 

イ 地方公共団体への更なる支援の検討状況 

ウ 国産のクラウド業者を育成する必要性 

 

阪口直人君（れ新） 

 

（１） 地方公共団体のシステム標準化 

   ア 移行が困難な自治体やシステムが存在する理由 

   イ システムエンジニアの不足に対して事前の分析が甘いとの指摘 

（２） 指定介護機関について介護保険法及び生活保護法の両法で指定が失効する例及び救済措置 

 

本村伸子君（共産） 

 

（１） 公立大学法人の出資可能対象の拡大 

   ア 出資に関する認可基準及び非軍事に認可基準を限定する必要性 

   イ 出資による利益を損なわないよう地財措置を行う必要性 

（２） 令和７年４月からの大学等における授業料の値上げ状況及び授業料無償化の必要性 

 

 


